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要  旨 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

安倍自公政権は、消費税法から景気条項を削除し、どんなに景気が悪くなっても、2017年４月に消費税

率を10％にすることを決定しました。また、国民の８割以上が今国会での成立に反対していた安保関連法

案を強行採決し、民主主義を踏みにじりました。歴史的に見ても消費税は戦費調達のために使われてきま

した。社会保障費を3,900億円削減する一方でオスプレイ17機を3,600億円かけて購入するなど断じて許

されません。 

そもそも消費税は中小企業・小規模事業者の多くは税額を価格に上乗せできず、利益を削り赤字でも身

銭を切って納税を続けなければなりません。消費税は中小業者の経営に打撃を与え、廃業に追い込む営業

破壊税であり、輸出企業には戻し税という莫大な補助金が還付されるというゆがんだ税制です。 

また、消費税は社会保障のためと言いながら、年金や生活保護、医療、介護など社会保障は切り下げと

負担増ばかりです。財政再建のためと言うなら、今でさえ大変な国民への負担増では解決しません。税金

の使い方を国民の暮らし・福祉優先に切りかえ、輸出や株取引などで大もうけしている大企業・大資産家

に応分の負担を求める必要があります。今政府がやるべきは、2017年４月からの消費税増税を中止するこ

とです。市民の切実な実態と声を受けとめ、国に対し、増税の中止を要請してください。 

よって、以下の事項を請願します。 

 

１．政府に消費税10％増税の中止を求める意見書を提出すること。 
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